
 

 

戸沢村定員管理計画 
（令和８年度～令和１２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年３月策定 

戸沢村 

  



１ 計画策定の趣旨 

 

地方自治体を取り巻く環境は、急激な人口減少や少子高齢化の進行に加え、

激甚化する自然災害への備え、社会全体のデジタル化への対応、さらには多様

化・複雑化する住民ニーズへの的確な対応など、極めて厳しい局面を迎えてい

ます。これらに伴い、現場の業務負荷は年々増大の一途をたどっています。 

本村においては、令和５年度から開始された定年引上げに伴い、令和 13 年

度に定年年齢が 65 歳に達するまでの間、定年退職者が発生しない年度が生じ

ます。これにより、組織の新陳代謝が一時的に停滞し、職員の年齢構成や人件

費の構造に多大な影響を及ぼすことが見込まれます。 

また、若手職員の離職やメンタルヘルス不調による長期休暇者の発生、専門

職（保健師等）の採用難など、組織の持続可能性を揺るがす課題も顕在化して

います。 

こうした状況を背景に、限られた人的資源を最大限に活用し、将来にわたり

安定的な行政サービスを継続して提供するため、中長期的な視点に立った戦略

的な人事・定員管理を行うことを目的とし、令和８年度を始期とする新たな

「定員管理計画」を策定します。 

  



２ 職員数の推移 

 

（１）部門別職員数の推移 

 本村の職員数は、令和７年４月１日現在で、総数 99 人であり、その内訳は、

一般行政部門 75 人、教育行政部門 16 人、公営企業等会計部門８人となってい

ます。 

 総職員数は、令和２年からほぼ横ばいで推移しています。 

 

 
 

  

（各年４月１日現在の職員数）

職員数（人） 対前年増減数（人）

令２ R3 R4 R5 R6 R7 R3 R4 R5 R6 R7

議　　会 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0

総務・企画 26 25 26 24 25 24 ▲ 1 1 ▲ 2 1 ▲ 1

税　　務 4 4 5 6 6 6 0 1 1 0 0

労　　働 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

農林水産 9 8 8 9 9 9 ▲ 1 0 1 0 0

商　　工 2 2 2 2 2 2 0 0 0 0 0

土　　木 5 5 4 4 4 6 0 ▲ 1 0 0 2

小　　計 47 45 46 46 47 48 ▲ 2 1 0 1 1

民　　生 17 17 17 18 19 18 0 0 1 1 ▲ 1

衛　　生 11 11 11 11 11 9 0 0 0 0 ▲ 2

小　　計 28 28 28 29 30 27 0 0 1 1 ▲ 3

75 73 74 75 77 75 ▲ 2 1 1 2 ▲ 2

15 15 16 15 15 16 0 1 ▲ 1 0 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

90 88 90 90 92 91 ▲ 2 2 0 2 ▲ 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 3 3 2 2 2 1 0 ▲ 1 0 0

1 1 0 0 0 1 0 ▲ 1 0 0 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 7 6 7 7 5 1 ▲ 1 1 0 ▲ 2

9 11 9 9 9 8 2 ▲ 2 0 0 ▲ 1

99 99 99 99 101 99 0 0 0 2 ▲ 2
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（２）退職者数の推移 

 退職者数は年度により偏りがあります。ここ数年は定年退職より定年前退職

が多くなっています。 

 

 
 

 

 

（３）採用者数の推移 

 採用者数は、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 
 

  

年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

退職者数 7 4 3 1 6 4

（定年） (4) (2) (1) (0) (1) (0)

（定年前） (1) (2) (1) (1) (5) (2)

（その他） (1) (0) (1) (0) (0) (1)

（再任用職員） (1) (0) (0) (0) (0) (1)

累計 7 11 14 15 21 25

年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8（見込）

採用者数 6 4 3 3 4 4

（再任用職員） (1) (0) (0) (0) (0) (0)

累計 6 10 13 16 20 24



（４）年齢別職員数 

 職員の年齢構成をみると、50 代後半の職員が少なく、30 代の職員が多い、偏

った構成となっています。 

 特に 32 歳～39 歳までの年齢層の職員が全体の 30％以上を占めています。 

 

（令和７年４月１日現在） 

 
 

 
 

 

（５）今後の定年退職者数見込み 

 
 

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳

職員数（人） 0 7 7 11 20 13 9

構成比（％） 0.0 7.1 7.1 11.1 20.2 13.1 9.1

44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳以上 合計

職員数（人） 11 8 8 3 2 99

構成比（％） 11.1 8.1 8.1 3.0 2.0 100.0

年度 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

定年年齢 62歳 63歳 63歳 64歳 64歳 65歳 65歳 65歳

退職者数 1 0 0 0 0 0 3 2



３ 「類似団体別職員数の状況」による比較 

 「類似団体別職員数の状況」は、すべての市区町村を対象にして、その人口

と産業構造（産業別就業人口の構造比）の２つの要素を基準として、いくつか

のグループに分け、グループに属する市区町村の職員数と人口をそれぞれ合計

して、グループごとに人口 1 万当たりの職員数を算出し、そのグループを類似

団体として職員数の比較をするものです。 

 本村は、町村Ⅰ－１（人口 5 千人未満、産業構造Ⅱ次・Ⅲ次 80％以上かつⅢ

次 60％未満の団体）に分類されており、全国で 52 団体がこの区分に該当して

います。 

 令和 6 年 4 月 1 日現在において、類似団体数値（修正値）と比較して、普通

会計職員は超過人数０人となっています。 

 

○大部門以上定数管理診断表 

 

R6.4.1

職員数 単純値 超過人数 超過率 修正値 超過人数 超過率

A B C(A-B) C/A×100 D E(A-D) E/A×100

議会 1 2 ▲ 1 ▲ 100.0 2 ▲ 1 ▲ 100.0

総務・企画 25 23 2 8.0 25 0 0.0

税務 6 4 2 33.3 4 2 33.3

民生 19 16 3 15.8 18 1 5.3

衛生 11 8 3 27.3 12 ▲ 1 ▲ 9.1

労働 0

農林水産 9 7 2 22.2 7 2 22.2

商工 2 3 ▲ 1 ▲ 50.0 5 ▲ 3 ▲ 150.0

土木 4 7 ▲ 3 ▲ 75.0 8 ▲ 4 ▲ 100.0

一般行政計 77 71 6 7.8 81 ▲ 4 ▲ 5.2

教育 15 11 4 26.7 11 4 26.7

消防 0

普通会計計 92 82 10 34.5 92 0 0.0

水道 2

下水道 0

その他 7

公営企業等会計 9

合　計 101

単純値による比較 修正値による比較

区分

（単位：人、％）



４ 現状と課題 

 

（１）定年引上げに伴う組織構造への影響 

令和８年度に１名の定年退職者を見込むものの、令和９年度から令和 13 年

度までは、定年引上げの移行期間に伴い定年退職者がゼロとなる年度が継続

します。これにより、組織の新陳代謝が一時的に停滞し、職員の平均年齢の上

昇や、退職手当支給減に伴う人件費の高止まりが懸念されます。 

 

（２）年齢構成の課題  

退職者が発生しない期間に新規採用を抑制した場合、若手層が極端に少な

い「世代の空白」が生じます。これは将来的な中核人材の不足に直結するだけ

でなく、現場における専門的な知識や技術の継承を困難にし、組織運営の継続

性に重大な支障をきたす恐れがあります。 

 

（３）専門職の欠員 

専門職、特に保健師において退職に伴う欠員が発生していますが、採用試験

への応募がなく補充が困難な状況にあります。この欠員状態の長期化は、既存

職員への過度な業務負荷増大を招いており、母子保健や高齢者支援といった

住民サービスの質を維持する上で看過できない課題となっています。 

 

（４）若年層の離職防止とメンタルヘルス対策 

近年、若手職員の離職や病気休暇取得者が散見されており、職員の定着と心

身の健康維持が喫緊の課題です。複雑化する業務への不安払拭や、職場復帰後

のフォローアップ体制の構築など、心理的安全性の高い職場環境づくりが求

められています。 

 

（５）役職定年制導入後の高齢層職員の役割確立 

役職定年制の導入に伴い、管理職を離れたベテラン職員が、その豊富な経

験と高い専門性をいかに組織へ還元できるかが鍵となります。本人のモチベ

ーションを維持しつつ、若手への指導的役割や特定プロジェクトへの参画な

ど、新たな役割分担を確立する必要があります。  



５ 今後の定員管理 

 

（１）基本方針 

 急速な人口減少とは対照的に、住民ニーズの高度化・多様化に伴い社会情勢も

大きく変化し続けており、業務も増大・複雑化しています。このような状況の中、

行政サービスの質を将来にわたって維持していくためには、事務事業、組織の見

直しやＤＸ等の活用による業務効率化を図るとともに、必要な人員の確保が不

可欠です。 

 職員の新規採用については、業務に関する専門的な知識・技術を円滑に継承し

ていくため、バランスの取れた職員の年齢構成を維持する必要があり、定年退職

者が発生しない年度においても継続的な採用を実施します。 

 また、再任用（暫定再任用）を希望する職員が、その意欲と能力に応じ、長年

培った知識と経験を有効に生かせるよう、組織の活力の維持、若手職員の安定

的・計画的な確保等に配慮しつつ、効果的な活用を図ります。 

 

 

（２）計画期間 

 本計画の期間は、令和８年度から令和 12 年度までの５か年とします。 

 

 

（３）年次計画 

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

（実績） （実績）

採用者数 3 4 4 3 1 1 1

（再任用職員）

退職者数 6 4 1 1 1 1 1

（再任用職員） (1)

職員数 101 99 100 102 103 103 103

（再任用職員） (1)

年度


